勤務条件に関する措置の要求に関する規則の全部改正規則の概要

平成26年４月１日

高知県人事委員会

１　規則改正の趣旨
この規則は、職員の勤務条件に関する措置の要求、審査及び判定の手続並びに審査及び判定の結果執るべき措置に関し必要な事項を定める現行の規則について、多様な内容又は形式の措置要求に対応することができるよう、各種の手続規定を整備するとともに、手続上の要件及び内容を明示することなどにより、関係者に分かりやすい制度となるよう全面的に見直すものである。
２　規則改正の概要

(１)　措置要求書の記載事項に関する規定の見直し（第２条関係）

ア　措置要求書の記載事項に、措置要求をする職員（以下「要求者」という。）の住所等を追加すること。

イ　要求者は、措置要求書の記載事項に変更を生じたときは、速やかに書面でその内容を人事委員会に届け出なければならないこと。

(２)　代理人に関する規定の新設（第３条関係）

ア　要求者及び当局（措置要求をする事項に関し権限を有する機関をいう。以下同じ。）は、代理人の選任及び解任をすることができること。

イ　代理人は、要求者及び当局（以下「当事者」という。）のために、措置要求に関する一切の行為をすることができること。ただし、措置要求の取下げは、特別の委任を受けた場合でなければ、することができないこと。
ウ　代理人のした行為は、当事者が遅滞なく取消し又は訂正をしたときは、その効力を失うこと。

エ　当事者は、代理人の選任若しくは解任又は措置要求の取下げに係る特別の委任若しくは当該特別の委任の撤回をしたときは、書面で人事委員会に届け出なければならないこと。
オ　措置要求は、代理人によってすることができること。
(３)　措置要求書等の調査等に関する規定の見直し（第４条関係）

人事委員会は、措置要求書等の調査の結果、措置要求書に不備があるときは、要求者に対し、その補正を命ずることができること。ただし、当該不備が軽微で、事案の内容に影響がないときは、職権で補正することができること。

(４)　措置要求の受理及び却下に関する規定の新設（第５条関係）

ア　人事委員会は、措置要求書等の調査の結果により、措置要求の受理又は却下を決定すること。この場合において、次に掲げる措置要求については、却下すること。

(ア)　措置要求をすることのできない者によってされた措置要求

(イ)　勤務条件に該当しないと認められる事項についてされた措置要求

(ウ)　地方公共団体の事務の管理及び運営に関する事項に該当すると認められる事項についてされた措置要求

(エ)　措置要求の趣旨が既に実現されている事項又は実現が不可能であると認められる事項についてされた措置要求

(オ)　措置要求書の補正命令に従った補正がされない措置要求

(カ)　上記(ア)～(オ)のほか、不適法にされた措置要求で不備を補正することができないもの

イ　人事委員会は、措置要求を受理したときは、その旨を当事者に通知するとともに、当局に措置要求書の副本を送付し、措置要求を却下したときは、その旨を要求者に通知すること。

(５)　事案の審査等に関する規定の見直し（第６条関係）

ア　措置要求の審査は、書面審理によること。ただし、人事委員会が必要があると認めるときは、口頭審理によることができること。

イ　人事委員会は、措置要求を受理したときは、当局に対し、措置要求に対する意見書の提出を求めることができること。

ウ　人事委員会は、上記イの意見書が提出されたときは、要求者に対し、当該意見書に対する反論書の提出を求めることができること。

エ　人事委員会は、事案の審査の係属中においても、事案が適切に解決されるよう当事者間をあっせんすることができること。

(６)　審査の併合及び分離並びに代表者に関する規定の新設（第７条及び第８条関係）

ア　人事委員会は、必要があると認めるときは、同一の又は相関連する事案に係る数個の措置要求の審査の併合及び併合した審査の分離をすることができること。

イ　審査が併合されている措置要求の要求者は、代表者１名の選任及び解任をすることができること。

ウ　人事委員会は、代表者が選任されていない場合において、必要があると認めるときは、要求者に代表者１名の選任を求めることができること。

エ　代表者は、要求者のために、措置要求に関する一切の行為をすることができること。ただし、措置要求の取下げは、特別の委任を受けた場合でなければ、することができないこと。
オ　代表者のした行為は、要求者が遅滞なく取消し又は訂正をしたときは、その効力を失うこと。
カ　要求者は、代表者の選任若しくは解任又は措置要求の取下げに係る特別の委任若しくは当該特別の委任の撤回をしたときは、書面で人事委員会に届け出なければならないこと。
キ　代表者が選任されているときは、要求者に対する通知その他の行為は、代表者にすれば足りること。

(８)　審査の打切りに関する規定の見直し（第10条関係）

ア　人事委員会は、係属している措置要求が次のいずれかに該当するときは、事案の審査を打ち切り、当該措置要求を却下すること。

(ア)　要求者が死亡、退職その他の事由により職員の身分を失った場合

(イ)　要求者の所在が不明となり、事案の審査を継続することができない場合

(ウ)　関係当事者における交渉による事案の解決、要求の事由の消滅等により事案の審査を継続する必要がなくなったと認められる場合

(エ)　要求者が措置要求を継続する意思を放棄したと認められる場合

イ　人事委員会は、措置要求を却下したときは、理由を付して、その旨を当事者に通知すること。ただし、上記ア(ア)に該当して措置要求を却下したときは、要求者に対しては、通知をしないこと。

(９)　文書の送付に関する規定の新設（第13条関係）

ア　人事委員会からの文書の送付は、文書を受けるべき者の所在が知れないときその他文書を送付することができないときは、公示の方法によってすることができること。

イ　公示の方法による送付は、人事委員会が文書を保管し、いつでも当該文書の送付を受けるべき者に交付する旨又はその内容の要旨を県公報に登載してすること。この場合において、登載された日から起算して14日を経過した時に当該文書の送付があったものとみなすこと。

(10)　その他規定の整備をすること。

３　改正規則の施行日及び経過措置
(１)　この規則は、公布の日から施行すること。

(２)　改正後の規則は、施行日前から引き続き係属している措置要求についても適用すること。この場合において、改正前の規則により行われた手続は、改正後の規則の相当規定により行われたものとみなすこと。

